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労働組合の行う労働者供給事業
昭和六○年六月二日、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法
律」（以下、「労働者派遣法」と略す）、これに先立つ六月七日、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労
働者の就業条件の整備等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（以下、「整備法」と略す）
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が成立し、本年七月一日から施行の予定である。労働組合、学者等の強い反対を押し切っての成立であり、多く
（１）
の論者が指摘する通り、それには少なからざる問題点が含まれていると一一一一口わざるを得ない。
ところで、労働力需給システム研究会（高梨昌座長）による「今後の労働力需給システムの在り方についての
提言」公表（昭和五五年四月）以降、労働者派遣事業制度化に関して活発な議論が展開されるが、注目すべきは、
このなかで労働組合の行う労働者供給事業が脚光を浴びるに至った点である。周知のように、職安法（以下、
単に法と略す）四四条は、労働者供給事業（以下、労供事業と略す）を禁止しているが、近年、労働者派遣事業
の蔓延には目を見はるものがあり、しかも重大な問題は、派遣労働者の労働条件がきわめて劣悪な点である。こ
うした状況にかんがみると、法四五条によってこれまで唯一例外的に労供事業の運営を許容され、封建的な雇用
慣習の打破・労働の民主化という労供事業禁止の目的の推進との位置づけを与えられたそれが、今日、関心を集
めているのは当然と言わねばならない。また、最近、法四五条の意義を認めて労供事業に積極的に取り組む労働
組合（音楽家ユニオン、コンピューターユニオン、観光労連）が現われたのも、注目の要因となっていよう。
ところで、労働者派遣法が、労働者保謹という観点から派遣事業に対して十分な規制を加えていたならば、労
働組合の労供事業の意義は減ぜられたであろう。しかし、実際はこれとほど遠い状況にあり、それゆえなおその
現代的意義を明らかにし、その全容を解明するとの課題の重要性は失われていないと言わねばならない。また、
労働者派遣法成立による、新たな位置づけも押えておく必要がある。さらに、今後、労供事業を開始する労働組
合のためにもその分析は必要であろう。
こうした課題を達成するには、実態はもとより、その法的解明にまで踏み込んでいかねばならない。ところが、
労働組合の労供事業に関しては、法的議論については言うまでもなく、その実態について論じた文献も、現在労
（２）
（３）
供事業を行っている労働組合のを除けば、ほとんど存在しないのが実情である。
6８
労働組合の行う労働者供給事業
われわれは、こうした現状を考慮して、まず実態調査から開始することにし、現在、調査続行中である〔これ
は、文部省科学研究費（「現代雇用保障の法理論的・立法政策的研究」）による調査・研究の一環である〕・本稿は、
この実態調査を行うにあたって押えておく必要がある法四五条を中心とした法規制の概要、及び労働者派遣法成
立に伴う法四五条改正の動向について論じたものである。なお、労働組合、労働者そして供給先事業、王一一一者の法
律関係等の理論的検討は、今後の実態調査を踏まえて行う必要があるため本稿ではほとんどふれなかった点を
予めお断りしておく。
（１）松林和夫「労働者派遣法による職安法『改正』と派遣事業の合法化」日本労働法学会誌六五号一一一一七頁以下、脇田滋「『労働者
派遣法』の成立と今後の課題」日本労働法学会誌六六号一四一頁以下、西谷敏「労働者派適法の問題点」法学セミナー一一一七○号一一一
七頁以下、竹下英男Ⅱ清水洋二ｌ脇田滋・座談会「労働者派遣法の基本的性格と重要問題」労旬一一一一一二・’一一二一一一号等。
なお、法案作成関与者による、労働者派適法の解説書が相次いで刊行されている。小井土有治『人材派遣業法』（税務経理協会・
一九八五年）、労働省職業安定局編著『人材派迅法の実務解説』（労務行政研究所・一九八五年）、高梨昌編箸『労働者派遮法』（日
本労働協会・’九八五年）、労働省労働基準局監督課編著『派遣労働者の労務管理』（労働基準調査会・一九八五年）。
（２）佐藤一晴「音楽家ユニオンの労供事業」労旬一一一四号一一一一一頁以下、高橋均『派遮添乗員の実態と観光労連のとりくみ」労旬一
一一四号一一一五頁以下、「観光労連プロ添乗員の労供はじめる」労働新聞一九八五年八月一一一日付、林丘「労組版人材派遺業の内容
と手続」ビジネスガイド二八八号一一五頁以下、「タクシー労組が労供事業」労働新聞一九八五年一○月一一一日付、高橋均「観光労
連の労働者供給事業のあらまし」ビジネスガィド一一一一一○号七九頁以下。
（３）なお、労供労組に関する判例としては、組合脱退を理由として就労を拒否された労働者が解雇無効等を争った鶴菱運輸事件（横
浜地判昭五四・一一一・二一労判一一一一一一一一一号三○頁）がある。近藤昭雄「労働組合の行なう労働者供給事業の法的関係⑪②」労判一一一四
八・一一一四九号、山西克彦「労働者供給事業によって生ずる『使用関係』の法的性格」判夕一一一六九号一一五頁以下は、この事件につ
八・三四九号、山西克彦
いて論じたものである。
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